
地域保健医療連携・
地域医療構想調整会議について

千葉県健康福祉部健康福祉政策課

－医療法－
○ 構想区域における、病床の機能区分ごとの将来

の病床数の必要量のほか、病床の機能分化及び
連携の推進のために必要な事項を含む将来の
医療提供体制に関する構想

地域医療構想

医療提供体制に関する構想

○ 構想区域ごとに、医療関係者、医療保険者その
他の関係者との協議の場を設け、関係者との
連携を図りつつ、医療計画に定める地域医療
構想の達成を推進するために必要な事項につい
て協議を行う

※国の「地域医療構想策定ガイドライン」では、協議の場の名称を「地域医療構想調整会議」と
しています。
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※第1回医療計画の見直し等に関する検討会 資料２（平成28年5月20日）

平成37年（2025年）における

医療機能別必要病床数及び在宅医療等の必要量

構想区域 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 計

千葉 1,077 3,028 2,520 1,859 8,484 

東葛南部 1,376 4,783 4,072 2,779 13,010 

東葛北部 1,386 4,227 3,647 2,439 11,699 

印旛 594 1,947 1,625 1,382 5,548 

（単位：床）

在宅医療等の
必要量（人／日）

15,329

22,651

19,127

7,054

香取海匝 289 745 587 560 2,181 

山武長生夷隅 104 887 946 994 2,931 

安房 308 602 358 373 1,641 

君津 232 806 810 522 2,370 

市原 284 826 695 335 2,140 

千葉県 計 5,650 17,851 15,260 11,243 50,004 

2,517

4,919

2,064

2,866

2,239

78,766
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地域医療構想の実現に向けた取組
（地域医療構想策定ガイドライン）

○「地域の医療介護ニーズに対応するためにどのような
医療提供体制が望ましいか」を考え、病床機能の転換
や連携に向けて自主的に取組む

医療機関の役割

・病床機能報告（各医療機関が担っている病床機能の現状
の把握・分析）

・主な疾患における分布等の検討をするための資料・デー
タを提供

・協議の場（地域医療構想調整会議）の設置・運営
・平成37年（2025年）までのＰＤＣＡ

行政の役割

協議の場の参加者
（地域医療構想策定ガイドライン）

○保健医療関係機関・団体から推薦された者
（診療に関する学識経験者、医療関係者）

○保険者協議会から推薦された者
（加入者及び患者の代表）

○福祉関係機関・団体から推薦された者
（在宅医療・介護の充実）（在宅医療・介護の充実）

○市町村から推薦された者
（地域包括ケアシステムの推進）

○その他保健医療計画の推進にあたり、必要と認められ
る者

幅広い関係者で検討
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本県の協議の場の目的

①「地域の医療介護ニーズに対応するためにどのよ
うな医療提供体制が望ましいのか」を考えること

（保健医療計画の推進）

②２０２５年の地域における医療提供体制を考える
契機とすること契機とすること

（地域医療構想の実現に向けた取組み）

①・②を実現するため、県は必要な情報を提供す
るとともに、意見交換の場を提供する

名称：地域保健医療連携・地域医療構想調整会議
（二次医療圏ごとに設置）

今年度の地域保健医療連携・地域医療構想調整会議

○ 地域医療構想策定後の初めての会議です。

○ 地域の関係者相互の理解を深め、意見交換が促進される
よう、行政及び研究者から解説します。

○ 病床機能報告における機能別の患者像や、

地域の現状と課題（地域の特徴や不足する機能）等を共有
します。します。

○ 地域の医療関係者の皆様と情報を共有し、会議の場で
意見交換をしていただきます。

○ 意見交換の内容は、県のホームページで広く公表して
いきます。

地域の医療関係者の皆様から、現場における課題を
お聴かせください。
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・病院・有床診療所が担うべき病床機能 ・病床機能報告制度による情報等

・その他の地域医療構想の達成の推進に関する事項 等

（構成メンバー）保健医療関係機関・団体、保険者協議会、福祉関係機関・団体、市町村から推薦された者、健康

医療審議会地域保健医療部会

（千葉県保健医療計画に関する事項の調査審議）
医師会、歯科医師会、薬剤師会、医療を受ける立場、学識経験者等

協議の場（地域保健医療連携・地域医療構想調整会議）

意見の反映

地域における必要な医療機能と現状についての認識の共有と課題の抽出

○ 病院Ａ（不足が見込まれる医療機能への転換の検討）

○ 病院Ｂ・Ｃ（役割分担の検討）

○ 病院Ｄ（過剰な病床機能への転換）※

・・・

（構成メンバー）保健医療関係機関・団体、保険者協議会、福祉関係機関・団体、市町村から推薦された者、健康
福祉センター長、その他保健医療計画の推進にあたり必要と認められる者

全ての医療機関に
情報提供

医療機関の自主的な取組み

事案に応じた協議への参加

医療介護総合確保基
金の活用（県）

※過剰な医療機能に転換しようとする場合の対応（医療法第30条15）

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

国

県

次期医療計画策定までの取組み（予定）

◆3月
次期医療計画作成指針

第7次医療
計画策定

県

圏域会議

医療関係者

◆第1回 ◆第2回

◆10月
H28病床機能報告

◆10月
H29病床機能報告

◆本日

◆地域の現状と
課題の検討

◆国の指針を踏まえた計画改定に向けた検討
※医療審議会や地域の意見を踏まえて策定

適宜、医療関係者間での自主的な取り組み
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平成２５年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度平成２６年度 平成３０年度

医療・介護提供体制の見直し等に係る今後予想されるスケジュール

同時改定
（予定）

基金（医療分の
み）

基金（介護分を追加） 基金 基金

総合確保方針

医療計画
基本方針

地域医療構想の
ガイドライン（年度末）

病床機能報告

国

保
健
医

療
部
局

医療介護総合確
保促進法

改正医療法

改正介護保険法

総合確保方針

医
療
計
画

策
定

介護保険事業
計画基本指針

介護保険事業
計画基本指針

介護報酬改定（予
定）

診療報酬改定（予
定）

基金造成・執
行

地域医療構想（ビジョン）の策定

第6次医療計画 第７次医療計画
第７期介護保険
事業計画第5期介護保険事業計画 第６期介護保険事業計画

政省令等の整備

病床機能報告

地
方
自
治
体

保
健
医

療
部
局

介
護
福

祉
部
局

連
携 介護保険事業

（支援）計画策
定

医
療
計
画

策
定

介
護
保
険
事
業

（支
援
）計
画
策
定

・2025年度まで

の将来見通しの
策定

第6期介護保険事業（支援）計画
に位置付けた施策の実施

・2025年の医療需要と、目指すべき医療提供体制
・目指すべき医療提供体制を実現するための施策

・介護サービスの拡充
・地域支援事業による在宅医療・介護連携、地域ケア
会議、認知症施策、生活支援・介護予防等の推進

病床機能分化・連携の
影響を両計画に反映

マイナン
バー制度

法人番号の
通知・公表

個人番号
の通知

申告書・法定調書等への法人番号の記載

個人番号カードの交付

順次、個人番号の利用開始 （例：社会保障分野においては、年金に関する相談・照会）

25年５
月

番号関連
四法公布

平成27年10月 平成28年1月 平成29年1月

情報提供ネットワークシステム、マイ・ポータルの運用開始
※平成29年１月より、国の機関間の連携から開始し、

平成29年７月を目途に、地方公共団体、医療保険者等との連携も開始

○ 病床機能報告（県ホームページ）
https://www.pref.chiba.lg.jp/iryou/byousyoukinou/27byousyoukinou.html

○ 千葉県保健医療計画・地域医療構想（県ホームページ）
https://www.pref.chiba.lg.jp/kenfuku/keikaku/kenkoufukushi/hokeniryou_3.html

○ 問合わせ先

病床機能の転換を検討される医療機関の皆様へ

○ 問合わせ先
・保健医療計画・地域医療構想について

健康福祉政策課 ０４３（２２３）２６０９ ※総合窓口

・病床機能報告について
医療整備課 ０４３（２２３）３８８４

・回復期病床への転換に係る施設整備について
医療整備課 ０４３（２２３）３８７９
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千
葉
県
保
健
医
療
計
画
の
一
部
改
定
に
つ
い
て
（
概
要
）

千
葉
県
保
健
医
療
計
画

(H
23

.4
改
定
、

H2
5.

5一
部
改
定
）

基
本

理
念

県
民
一
人
ひ
と
り
が
、
健
や
か
に
地
域
で
暮
ら
し
、

心
豊
か
に
長
寿
を
全
う
で
き
る
総
合
的
な

保
健
医
療
福
祉
シ
ス
テ
ム
づ
く
り

主
な

●
保
健
医
療
圏
と
基
準
病
床
数

●
循
環
型
地
域
医
療
連

携
シ
ス
テ
ム
の
構
築

●
地
域
医
療
の
機
能
分
化
と
連
携

●
在
宅
医
療
の
推
進

●
各
種
疾
病
対
策
等
の
推
進

性
格

医
療
提
供
体
制
の
確
保
を
図
る
た
め
の
法
定
計
画

（
医
療
法
第

30
条
の

4）

Ⅰ
地
域
医
療
構
想
の
策
定

地
域
医
療
構
想
と
は

●

い
わ
ゆ
る
「
団
塊
の
世
代
」
が

75
歳
以
上
と
な
る
平
成

37
年
（

20
25
年
）
に
向
け
て
、

少
子
高
齢
化
の
進
展
が
見
込
ま
れ
る
中
、
限
ら
れ
た
医
療
・
介
護
資
源
を
効
果
的
・

効
率
的
に
活
用
し
、
県
民
が
地
域
に
お
い
て
安
心
で
質
の
高
い
医
療
・
介
護
サ
ー
ビ

ス
が
受
け
ら
れ
る
よ
う
、
医
療
ニ
ー
ズ
の
内
容
に
応
じ
て
、
医
療
機
関
の
病
床
機
能

の
分
化
と
連
携
を
推
進
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
も
の
で
す
。

目
的

内
容

地
域
の
医
療
需
要
の
将
来
推
計
や
医
療
機
関
か
ら
報
告
さ
れ
た
情
報
等
を
活
用
し

≪
参
考
≫

概
要

主
な

内
容

●
在
宅
医
療
の
推
進

●
各
種
疾
病
対
策
等
の
推
進

●
総
合
的
な
健
康
づ
く
り
の
推
進

●
保
健
・
医
療
・
福
祉

の
連
携
確
保

●
安
全
と
生
活
を
守
る
環
境
づ
く
り

（
本
冊
、
別
冊
１
・
２
の
３
冊
構
成
）

一
部
改
定
の
必
要
性
と
内
容

医
療
法
改
正
（
H
2
6
）
に
対
応
し
、
計
画
の
見
直
し
（
一
部
改
定
）
を
行
っ
た

上
で
、
計
画
期
間
を
平
成
2
9
年
度
ま
で
延
長
し
ま
す
。

●

H2
6年
度

H2
7年
度

H2
8年
度

H2
9年
度

H3
0年
度

現
行
計
画

医
療
法
改
正

•地
域
医
療
構
想

現
行
計
画
（
延
長
）

別
冊

新
計
画

全
面
改
定

改
定

地
域
医
療
構
想
策
定
後
の
取
組

●

内
容

①
構
想
区
域

②
構
想
区
域
に
お
け
る
将
来
の
病
床
の
機
能
区
分

※
ご
と
の
必
要
病
床
数

③
構
想
区
域
に
お
け
る
将
来
の
在
宅
医
療
等
の
必
要
量

④
地
域
医
療
構
想
の
達
成
に
向
け
た
病
床
機
能
の
分
化
と
連
携
の
推
進
に

関
す
る
事
項

て
、
地
域
ご
と
の
各
医
療
機
能
の
将
来
の
必
要
量
を
含
め
、
そ
の
地
域
に
ふ
さ
わ
し

い
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
医
療
機
能
の
分
化
と
連
携
を
適
切
に
推
進
す
る
た
め
の
施
策

を
盛
り
込
み
ま
す
。

地
域
医
療
構
想
の
内
容

※
：
高
度
急
性
期
機
能
、
急
性
期
機
能
、
回
復
期
機
能
、
慢
性
期
機
能
の

4区
分

毎
年
度
の
病
床

介
護
保
険
事
業
支
援
計
画

（
H2

4～
H2

6）

•地
域
医
療
構
想

の
策
定

•介
護
保
険
事
業

支
援
計
画
と
の

整
合
性
確
保

一
部
改
定

地
域
医
療
構
想

策
定

新
た
な
別
冊

地
域
医
療
構
想
と
一
部

改
定
部
分
を
抜
粋

千
葉
県
保
健
医
療
計
画

介
護
保
険
事
業
支
援
計
画
（

H2
7～

H2
9）

見
直
し
（
一
部
改
定
）
の
内
容

●

介
護
保
険
事
業

支
援
計
画

（
H3

0～
H3

2）

同
時

ス
タ
ー
ト

地
域
医
療
構
想
の
策
定

Ⅰ

基
準
病
床
数
の
見
直
し

Ⅱ
評
価
指
標
の
見
直
し

Ⅲ

毎
年
度
の
病
床

機
能
報
告
制
度

に
よ
る
集
計
数

地
域
医
療
構
想

の
必
要
病
床
数

比
較

構
想
区
域
内
の
医
療
機
関
の
自
主
的
な
取
組

地
域
医
療
構
想
調
整
会
議
を
活
用
し
た

医
療
機
関
相
互
の
協
議

地
域
医
療
介
護
総
合
確
保
基
金
の
活
用

ৰ ਠ प  ऐ ञ  ੌ ध ۅ ڹ ڸ ڶ
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地
域
医
療
構
想
の
概
要

千
葉
県
に
お
け
る
現
状
と
将
来
の
医
療
需
要

１

人
口
等
の
状
況

●

千
葉
県
の
現
状

総
人
口
は
減
少
、

75
歳
以
上
人
口
は
増
加

構
想
区
域
の
設
定

２

構
想
区
域
は
二
次
保
健
医
療
圏
と
す
る

●

安
房
区
域
と
夷
隅

地
域
に
つ
い
て
は
、

連
携
を
進
め
る
と

と
も
に
、
引
き
続

き
、
構
想
区
域
の

あ
り
方
に
つ
い
て

検
討
を

行
い
ま

す
。

●

千
葉

東
葛
南
部

東
葛
北
部

印
旛

市
原

君
津

安
房

香
取
海
匝

山
武
長
生
夷
隅

夷
隅
地
域

千
葉
県
の
将
来
の
医
療
需
要

入
院
医
療
（
患
者
数
）

●
在
宅
医
療
等
（
患
者
数
）

●

44
,1

72
 

78
,7

66
 

90
,3

89
 

92
,0

04
 

89
,2

12
 

78
%

10
5%

10
8%

10
2%

（
人

/日
）

32
,5

56
 

42
,1

89
 

44
,9

93
 

45
,1

71
 

44
,3

76
 

30
%

38
%

39
%

36
%

（
人

/日
）

6,
25

4 
6,

12
2 

5,
98

7 
5,

80
6 

5,
59

2 
5,

35
8 

33
%

61
%

69
%

65
%

63
%

（
単
位
：
千
人
）

75
歳
～

0～ 74
歳

≪
参
考
≫

医
療
・
介
護
提
供
体
制

●
医
療
・
介
護
資
源
は
厳
し
い
状
況

県
順
位

全
国

病
院
の
一
般
・
療

養
病
床
数

(床
)

72
8.

8
45
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1.
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訪
問
看
護
ス
テ
ー

シ
ョ
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数
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設

)
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師
数
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9
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3.
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看
護
職
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45
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7

人
口
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万
対
医
療
資
源
数

将
来
推
計
人
口
と

75
歳
以
上
人
口
の
増
減
率
（
県
）

入
院
患
者
の
流
出
入

●

安
房

千
葉
県
が
目
指
す
べ
き
医
療
提
供
体
制

３
平
成
3
7
年
に
お
け
る
必
要
病
床
数
及
び
在
宅
医
療
等
の
必
要
量
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2
7
病
床
機
能
報
告
と
の
比
較
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28
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22
5
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5

1,
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13
0

58
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▲
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4
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7
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2,
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7
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生
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4

20
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▲
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30
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15
3

▲
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1,
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4
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8
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▲
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9

37
3
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1

32
8

2,
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4

H2
7

H3
2

H3
7

H4
2

H4
7

H5
2

：
不
足
が
見
込
ま
れ
る
医
療
機
能

圏
域
内
完
結
率

●

50
%
以
上

60
%
未
満

60
%
以
上

70
%
未
満

70
%
以
上

80
%
未
満

80
%
以
上

４

医
療
機
関
の
役
割
分
担
の
促
進

●

在
宅
医
療
の
推
進

●

医
療
従
事
者
の
確
保
・
定
着

●

地
域
医
療
の
格
差
解
消

●

疾
病
ご
と
の
医
療
連
携
シ
ス
テ
ム
の
構
築

●

公
的
病
院
の
役
割

●

地
域
医
療
連
携
推
進
法
人
制
度
の
活
用

●

県
民
の
適
切
な
受
療
行
動
と
健
康
づ
く
り

●

推
進
体
制
と
評
価

６ 推
進
体
制

評
価
の
実
施

病
床
機
能
報
告
制
度
の
活
用
、

地
域
医
療
構
想
調
整
会
議
等
の
活
用
、
地
域
医
療

介
護
総
合
確
保
基
金
の
活
用

地
域
の
現
状
を
把
握
し
て
関
係

者
等
と
検
討
し
、
評
価
等
を
公
表
し
ま
す
。

君
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23
2

49
2
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0

80
6

90
2

96
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0
14

2
▲
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8

52
2

80
0

27
8

2,
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6
市
原

28
4

64
▲

22
0

82
6

1,
39

8
57

2
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5
35

0
▲

34
5

33
5

18
2

▲
15

3
2,

23
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計
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65
0

4,
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4
▲
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6

17
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51
25
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16
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5
15
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60

4,
50

3
▲

10
,7

57
11

,2
43

10
,9

88
▲

25
5

78
,7

66

入
院
医
療
の
完
結
率

５
各
区
域
に
お
け
る
目
指
す
べ
き
医
療
提
供

体
制
と
実
現
に
向
け
た
施
策
の
方
向
性

圏
域
内
完
結
率

（
住
所
地
の
医
療
圏

内
で
入
院
す
る
割

合
）
に
は
地
域
差

が
あ
る

自
宅
や
老
人
ホ
ー
ム
等
で
の
最
期
を
希
望
す

る
県
民
は

46
％
、
実
際
に
死
亡
し
た
県
民
は

22
％

死
亡
場
所
（
県
）

自
宅
、

老
人

ﾎ
ｰ
ﾑ
等

医
療

機
関

わ
か

ら
な
い

自
宅
、

老
人
ﾎ
ｰ
ﾑ

等

病
院
、
診
療
所

そ の 他

最
期
を
迎
え
る
場
所
の
希
望

（
県
）

千
葉
県
が
目
指
す
べ
き
医
療
提
供
体
制
を
実
現
す
る
た
め
の
施
策

* 
病
床
機
能
報
告
：
平
成

27
年
度
病
床
機
能
報
告
（

H2
7.

7.
1の
状
況
と
し
て
医
療
機
関
か
ら
報
告
の
あ
っ
た
も
の
）
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■ 救命救急センター* ◆ 救急基幹センター* □ 救急告示病院 ○ その他の病院 

資料：千葉県病院名簿（平成 24 年 4 月 1 日現在）等に基づき、県健康福祉政策課作成
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36 ○ 松戸整形外科病院

37 □ 山本病院

38 ○ 柏の葉北総病院

39 ○ 江陽台病院

40 □ 千葉愛友会記念病院

41 □ 東葛病院

42 □ 流山中央病院

43 □ アビコ外科整形外科病院

44 □ 我孫子聖仁会病院

45 □ 我孫子つくし野病院

46 □ 我孫子東邦病院

47 ○ 天王台消化器病院

48 ○ 東葛辻仲病院

49 □ 平和台病院

50 ○ 江戸川病院

51 ○ キッコーマン総合病院

52 ○ 木野崎病院

53 ○ 啓心会岡田病院

54 □ 小張総合病院

55 □ 野田病院

56 ○ 野田中央病院

57 ○ 東葛飾病院

1 □ おおたかの森病院

2 □ 柏厚生総合病院

3 ○ 柏光陽病院

4 □ 柏市立柏病院

5 ○ 柏南病院

6 ○ 北柏リハビリ総合病院

7 ○ 巻石堂病院

8 ○
国立がん研究センター東病
院

9 □ 聖峰会岡田病院 
10 □ 千葉・柏たなか病院 
11 ○

千葉・柏リハビリテーション病 
院 

12 ○ 辻仲病院柏の葉 
13 ○ 手賀沼病院 
14 東京慈恵会医科大学附属柏 

病院 
15 □ 名戸ヶ谷病院 
16 ○ 初石病院 
17 □ 深町病院 
18 ○

旭神経内科リハビリテーショ 
ン病院 

20 ○オーククリニックフォーミズ病院 

■ 

21 ○ 大倉記念病院

22 ○ 恩田第二病院

23 ○ 小板橋病院 
24 ■ 国保松戸市立病院 
25 ○ 五香病院

26 □ 新東京病院 
27 □ 新松戸中央総合病院

29 □ 千葉西総合病院

30 □ 東葛クリニック病院 

31 ○ 新東京病院松飛台 
 

33 □ 常盤平中央病院

34 ○
日本大学松戸歯学部付属病
院

35 ○
松戸市立福祉医療センター
東松戸病院 

58 □ 名戸ヶ谷あびこ病院 

参考 

出典：「千葉県保健医療計画 別冊１」（千葉県 平成 25年 5月） 
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病床機能別病床推計の考え方
○平成25年度一年分のＤＰＣ及びＮＤＢデータを利用
○高度急性期、急性期、回復期、慢性期の区分法

・一般病床レセプトについては医療資源投入量に基づいて
区分（資源投入量が落ち着くまでを急性期、落ち着いてから
退院準備ができるまでを回復期とした上で、急性期について
はＩＣＵ、ＨＣＵ、無菌室等の利用頻度に着目して高度急性期
を分離）

≪参考≫

はＩＣＵ、ＨＣＵ、無菌室等の利用頻度に着目して高度急性期
を分離）

・回復期リハビリテーション病床は回復期病床、療養病床につ
いては医療区分１の７０％を入院外で対応可能としたうえで
残りを慢性期病床に割り当てた。

・障害者病床は慢性期病床

◎地域医療構想の必要病床数は、現在の受療率が将来も
継続するとの一定の仮定で推計しています。

都道府県知事が講ずることのできる主な措置

摘要（根拠条文） 公的医療機関等※1 左記以外

１ 病院・有床診療所の開設・増床等への対応（法7条⑤） 不足している医療機能を担うという条件を付す

正当な理由なく従わない場合の対応（法27条の2、29条③⑥）
医療審の意見を聴いて勧告 → 医療審の意見を聴いて命令 →
医療機関名の公表、医療審の意見を聴いて地域医療支援病院の
取消し

２ 既存医療機関が過剰な病床の機能区分に転換しようとする場合の対応

理由書等の提出（法30条の15①） 理由書等の提出を求める

理由が不十分な場合（法30条の15②） 調整会議への参加を求める

調整会議での協議が整わない場合（法30条の15④） 医療審への出席・説明を求める

やむを得ない事情がないと認める場合（法30条の15⑥⑦）
医療審の意見を聴いて転換しないことを

法：医療法、医療審：都道府県医療審議会

≪参考≫

やむを得ない事情がないと認める場合（法30条の15⑥⑦）
命令 要請※2

３ 調整会議の協議が整わない等、自主的な取り組みだけでは
不足している機能の充足が進まない場合の対応（法30条の16）

医療審の意見を聴いて不足している医療の提供等を

指示 要請※2

４ 病床過剰地域において、正当な理由なく病床を稼働していな
い場合の対応（法7条の2③⑥、30条の12①）

医療審の意見を聴いて病床数の削減を

命令 要請※2

５ ２～４の要請又は命令・指示に従わない場合の対応
（法7条の2⑦、29条③⑥、30条の12②③、30条の17、30条の18）

医療機関名の公表

医療審の意見を聴いて地域医療
支援病院の承認取消し

医療審の意見を聴いて勧告
↓（従わない場合）
医療機関名の公表

医療審の意見を聴いて地域
医療支援病院の承認取消し

※1 公的医療機関等：法7条の2第１項各号に掲げられた者の開設する医療機関。主な開設者は以下のとおり。
都道府県、市町村、地方公共団体の組合、国民健康保険団体連合会、日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、共済組合、健康保険組合及び
その連合会、国民健康保険組合及び国民健康保険団体連合会、独立行政法人地域医療機能推進機構 など

※2 医療計画の達成の推進のために特に必要がある場合に限る。
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○国民の責務

（改正医療法６条の２第３項）

国民は、良質かつ適切な医療の効率的な提供に資

医療法に新たに規定された国民の責務 ≪参考≫

国民は、良質かつ適切な医療の効率的な提供に資
するよう、医療提供施設相互間の機能の分担及び
業務の連携の重要性についての理解を深め、医療
提供施設の機能に応じ、医療に関する選択を適切
に行い、医療を適切に受けるよう努めなければな
らない。

本日出席の医療関係者の皆様からも、
是非、御意見をお聴かせください。

4

是非、御意見をお聴かせください。
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